
平成24年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

計 1,342 547 0 0 0 547

96 3経常 過疎対策事業
大分県過疎地域振興
協議会負担金

負担金補助
及び交付金

267 96

1 2経常 総合計画推進事業
通信運搬費

役務費 10 1

国・県支出金 市債 その他 一般

450 2経常 自治基本条例関連事業
自治基本条例策定審
議会委員報酬 報酬 1,065 450

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

事
業
概
要

　○自治基本条例関連事業・・・まちづくり基本条例（自治基本条例）は、地方自治の本旨である「住民自治」を実現し、さらに本市が目指
　　す「協働社会」を構築していく上での、市民、団体、議会、行政等の共有の指針ともなる根本条例であり、平成19年度から条例　制定に
　　向けた取組を行っている。また、この条例は、広範な市民理解と合意を得ることが必須となり、さらには市全体への浸透を図ると同時に
　　市外からの認知と理解も得る必要がある。そのため、策定の初段階から市民理解を獲得することに最大限の配慮を要することから、
　　市民会議を開催し提言等をいただき、平成２４年３月議会で議決され、平成２４年１０月より施行した。今後は、条例の規定により「豊後
　　大野市自治推進委員会」を開催し、条例の運用について検証していく。

　○総合計画推進事業・・・平成18年度に策定した第1次総合計画に基づき平成23年度から平成27年度までの5年間の後期基本計画を策
　　定。

　○過疎対策事業・・・過疎地域自立促進計画（平成 22 年度～27 年度）を策定。

課　名 まちづくり推進課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

市民参加による基本計画等の策定・変更等を行う
対
象

市民

2 1 7 122 頁 企画費 企画事業
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２２～Ｈ２４（決算額）、Ｈ２５（予算現額） ６．H２６年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

1.30

着眼点 分析 分析根拠

継続 市民参加のもと、積極的なまちづくりの取組を行うこと。

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
平成22年度、総合計画及び過疎計画を策
定することが出来ている。また、平成23年
度、自治基本条例を制定している。

事業の方向性 評価内容

5,582 5,666

一般財源 2,106 822 547 649

うち経常 2,106 822 150 649

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認 3
3つの事業は、事業の性質上広く市民
に享受するものである。

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3

「自治基本条例」「総合計画」等の計画策
定段階で、市民会議等を開催するなど市
民参加の会議を開催することが出来てい
る。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
「自治基本条例」「総合計画」「過疎対
策事業」は、当市行政運営の根幹を
なすもので必要である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
行政運営の総合的な指針となる計画
であることから市が実施主体となる。

事業費に係る人役 2.00 1.30 1.30

そ の 他

理由

県　　費

第２次総合計画を平成２６年度
～平成２７年度（２年間）で作成
する。

市　　債
財
源
内
訳

国　　費

事業費に係る人件費 8,759 5,590

547 649
前年並

うち経常経費 2,106 822 150 649

市民会議委員募集の方法、規模、期間等を検討する。

決 算 額 （千円）
Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 方向性

2,106 822

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ － －

－ －

市民への情報提供が十分とはいえない状況である。
－ － －

課題
c

－

a
市民参加の
検討会議

回
22

％ 91.7

－ －

－ － －

％ 25.0 ％ 4.2 ％

b
－

単位 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

計画の策定
及び条例の制定
－ ％ － ％

目標 目標

成果指標名 単位 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 活動指標名

回 6 回 1 回

－ ％ － ％ －

－ ％

ｃ ｄ

数値 目標 24回 目標

-

活
動
指
標

指標 a 市民参加の検討会議 ｂ

成
果
指
標

指標名
計画の策定

及び条例の制定
目
標
年
度

指標の設定理由

総合計画／後期基本計画において、基本施策（7-2-2）の重点施策としているた
め数値

3

3
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